
      

  

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年度 

 

群馬県食品衛生監視指導計画実施結果（概要） 
 
 

 

 

                                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

群馬県健康福祉部食品・生活衛生課 

  



      

  

 

目      次 

 

 

 第１ はじめに 

 

 第２ 監視指導の適用区域及び実施期間 

 

 第３ 監視指導の実施体制に関する事項 

 

 第４ 関係機関との連携に関する事項 

 

 第５ 食品関係営業施設等への監視指導に関する事項 

 

 第６ 食品等の検査に関する事項 

 

 第７ 違反事実確認時の対応に関する事項 

 

 第８ 公表に関する事項 

 

 第９  情報提供及びﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ（意見の交換等）に関する事項 

 

 第 10 食品等事業者自らが実施する衛生管理に関する事項 

 

 第 11 食品衛生に係る人材の育成及び資質の向上対策に関する事項 

 

 別表１ 令和７年度食品関係営業施設の監視指導実施結果 

 

 別表２ 令和７年度食品等検査実施結果 

 

  

 

 Ｐ１ 

 

 Ｐ１ 

 

 Ｐ１ 

 

 Ｐ２ 

 

 Ｐ２ 

 

 Ｐ４ 

 

 Ｐ４ 

 

 Ｐ５ 

 

 Ｐ５ 

 

 Ｐ６ 

 

 Ｐ６ 

 

 Ｐ８ 

 

 Ｐ９ 

 

  



      

 - 1 - 

 

第１ はじめに                                                               

群馬県では、県内で流通する食品の安全性を確保するため､食品衛生法に基づき､食品衛生監視

指導計画（以下、「監視指導計画」という。）を策定し､食品関係営業施設等への立入検査や食品

等の収去検査等を行っています。 

令和７年度における本計画の実施結果をとりまとめましたので、その概要を公表します。 

 

第２ 監視指導の適用区域及び実施期間 

１ 適用区域 

中核市である前橋市及び高崎市を除く群馬県内の全区域としました。ただし、不当景品類 

及び不当表示防止法（以下、「景品表示法」という。）及び米穀等の取引等に係る情報の記録

及び産地情報の伝達に関する法律（以下、「米トレーサビリティ法」という。）に基づく業務

は、中核市を含む群馬県内全区域としました。 

 

２ 実施期間 

令和７年４月１日から令和８年３月３１日までの１年間 

 

第３ 監視指導の実施体制に関する事項 

１ 監視指導の実施機関とその主な役割 

（１）食品・生活衛生課 

監視指導計画及び県で実施する施策の策定及び結果の公表、国・都道府県等との連絡調

整、食中毒・違反食品・苦情食品等の調査に係る関係機関等との連絡調整、違反事例の行

政処分及び公表、消費者及び営業者を対象とした食品衛生講習会の実施 

（食品安全推進室） 

県民とのリスクコミュニケーション、国・都道府県等及び庁内関係課との連絡調整、食

品衛生に関する情報の提供、食品衛生検査施設の信頼性確保に関する業務、食品安全基本

計画の進行管理、食品表示法、景品表示法及び米トレーサビリティ法に基づく監視指導・

調査等 

 

（２）各保健福祉事務所（保健所） 

食品衛生法、健康増進法、食品表示法、景品表示法及び米トレーサビリティ法に基づく

監視指導・調査、消費者及び営業者を対象とした食品衛生講習会の実施、ＨＡＣＣＰに沿

った衛生管理に関する助言・指導等  

 

（３）食肉衛生検査所 

と畜場法、食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律（以下、「食鳥検査法」と

いう。）に基づく検査及び監視指導等 

 

２ 試験検査実施機関等 

（１）試験検査実施機関 

① 衛生環境研究所：食中毒等の発生事案に係る検査、残留有害物質モニタリング検査等 

② 食品安全検査センター：アレルゲン検査、有害物質検査、動物用医薬品検査、食品添加

物検査、残留農薬検査、規格基準検査、微生物検査等 

③ 食肉衛生検査所：動物用医薬品検査、と畜検査、食鳥検査等 
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（２）検査精度の信頼性確保 

信頼性確保部門（食品・生活衛生課食品安全推進室）では、試験検査の信頼性を確保する  

ため、次のとおり試験検査の業務管理を実施しました。 

① 内部点検の実施 

 試験検査実施機関（３施設）及び保健福祉事務所（１０施設）の計１３施設に対して、

内部点検（定期 56 回、臨時２回）を実施し、試験検査が適切に実施されていることを確

認しました。 

② 精度管理調査の実施 

 試験検査実施機関において第三者機関が実施する外部精度管理調査（計１８回）及び内

部精度管理を実施し、検査精度の確保が図られていることを確認しました。 

③ 食品衛生検査施設ＧＬＰ研修会の開催 

 試験検査従事者・試験品採取者等の技術等の維持及び向上を図るため、ＧＬＰ（※）研

修会を開催しました。 

※：ＧＬＰ(Good Laboratory Practice）･･･食品衛生検査の精度を適切に保ち、検査結果

の信頼性を客観的・科学的に保証するための業務管理基準。 

 

第４ 関係機関との連携に関する事項 

１ 厚生労働省、消費者庁及び他の都道府県等との連携 

広域的に流通する違反食品や広域にわたる食中毒等の調査時には、厚生労働省、消費者庁及 

び他の都道府県等と連携を図り、迅速に対応しました。 

 

      表１ 食中毒・違反食品等の調査依頼状況 

 食中毒・有症苦情等 違反・不良食品等 表示違反等 合計 

県外に対する調査依頼数 9 1 1 11 

県外からの調査依頼数 39 12 13 64 

 

２ 前橋市及び高崎市との連携 

中核市の前橋市及び高崎市と連絡会議等を定期的に開催し、情報共有を行いました。 

 

３ 庁内関係部局との連携 

ノロウイルス及び病原性大腸菌等に対する調査では、食中毒、感染症の両面から対応が必

要なことから、感染症部局と連携して調査にあたりました。 

農薬及び放射性物質検出事案に対しては、生産部局と連携して原因究明にあたり、基準値

を超えるものが流通しないよう対応しました。 

また、食品安全会議、食品安全担当者会議を通じて庁内関係部局との連携を図りました。 

 

４ 農林水産省及び警察との連携 

農林水産省と食品表示法等に基づく表示調査・指導等について随時情報交換を行うととも 

に、一層の連携強化を図るため県内の関係機関で設置する「群馬県食品表示監視協議会」（事 

務局：関東農政局）を通じて不適正表示についての情報共有等に努めました。 

また、食中毒事案等に関して、群馬県警察へ情報提供を行い、連携に努めました。 

 

第５ 食品関係営業施設等への監視指導に関する事項 

食品関係営業施設等の監視指導については、業種（施設）毎に、危害の状況等を勘案し、重要性
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及び実効性等を考慮したうえで、監視指導回数をＡランク（年３回以上）、Ｂランク（年２回以

上）、Ｃランク（年１回以上）、Ｄランク（２年に１回以上）、Ｅランク（６年に１回以上）の５

つのランクに分類し、監視指導を実施しました。 

その件数は、年間監視指導目標１２,１６７件に対し１３,４１９件でした（目標達成率１１０．

３％）。【別表１参照】 

食品衛生監視員による食品関係営業施設等への監視指導において、衛生管理基準や営業施設基

準の一部に適合しない等、不適切な施設に対しては改善を指導しました。 

また、重点監視事項、特別監視指導計画に係る事項については、以下のとおり監視指導を行いま

した。 

 

1 重点監視事項    

（１）食品安全対策の推進 

① ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の実施状況等の確認及び助言・指導 

ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理については、食品営業施設への通常監視や営業許可更新等

の機会に、衛生管理計画の内容や実施状況等を確認し、必要な助言・指導を行いました。 

また、食品衛生推進員研修会等に講師を派遣し、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理について

説明を行い、制度の定着に努めました。 

と畜場及び大規模食鳥処理場に対しては外部検証を実施し、各施設の衛生管理計画及び

手順書の遵守状況を確認するとともに、細菌検査の結果等を踏まえた科学的知見に基づく

指導を行いました。 

 

② 食中毒未然防止対策の強化 

ノロウイルス、カンピロバクター、サルモネラ属菌及び腸管出血性大腸菌等による食中

毒未然防止を目的として、手洗いの徹底、調理従事者の健康管理、食品の衛生的取扱い、

加熱調理の必要性及び食肉の生食のリスク等について、施設の監視指導時や衛生講習会に

おいて周知しました。 

また、増加傾向にあるアニサキスによる食中毒について、刺身等の生食用鮮魚介類を販

売・提供する事業者等に対して、鮮度管理及び目視確認を徹底し、必要に応じて冷凍や加

熱を実施するよう指導を行いました。 

さらに、近年県内で発生のみられた有毒植物や毒キノコによる食中毒の予防対策につい

て、関係部局と連携して消費者及び事業者に対して啓発を行いました。 

 

③ 食物アレルギー対策 

県内流通食品について、アレルゲン検査（くるみ）を４０検体実施しました。検査の結 

果、すべて食品表示基準に適合していることが確認されました。 

 

④ 輸入食品対策 

県内に流通している輸入食品について、食品添加物７４検体、残留農薬１８検体、その

他２５検体の計１１７検体の検査を実施しました。検査の結果、すべて規格基準に適合し

ていることが確認されました。 

 

⑤ 残留農薬等に係る食品衛生確保 

ポジティブリスト制度に係る試験検査として、畜水産物の残留有害物質モニタリング検

査４４９検体、食肉の残留農薬検査１０検体、加工食品の残留農薬検査２４検体の計４８

３検体について実施しました。検査の結果、すべて規格基準に適合していることが確認さ
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れました。 

 

（２）食品表示の信頼確保 

食品表示の信頼確保のため、食品表示法、健康増進法及び景品表示法等に基づき、総合的 

な観点から、監視指導、普及啓発に取り組みました。 

このうち、県内の小売店舗において販売されている生鮮食品及び加工食品について、表示 

状況の調査を実施し、不適正なものについては改善を指導しました。 

①中小小売店舗表示調査 

農産物直売所、中小スーパーマーケット及び大手スーパー産直コーナーの県内 25施 

設に対して実施しました。 

    ②アレルゲン表示根拠確認調査 

食品製造施設に対し、製造工程におけるアレルゲンの管理状況及びアレルギー表示 

の適正性について、重点的に監視指導を行いました。県内 15施設 29 品目について確 

認を行い、適正に表示されていることが確認されました。 

③食品表示の真正性確認検査 

・袋詰め精米の品種検査（ＤＮＡ鑑定） 

県内に流通している精米について、表示されている品種と異なる品種の混入がな 

いかの確認検査を６検体（コシヒカリ４検体、ひとめぼれ２検体）実施しました。検  

査の結果、すべて適合していることが確認されました。 

・「栄養機能食品」及び「栄養成分又は熱量の適切な摂取ができる旨を表示している食

品」の含有成分定量検査 

３検体（ビタミンＢ12、ビタミンＥ、ナトリウム(食塩相当量)各１検体）を検査し、 

すべて適合していることが確認されました。 

 

２ 特別監視指導計画 

（１）夏期及び年末年始食品一斉監視指導 

ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の導入推進と定着を図るため、事業者への手引書の配布、実 

施状況の確認等を行いました。 

 

（２）観光地・イベント監視指導  

県内各観光地等の食品営業施設やイベント会場等で、食品事故の未然防止対策として監視

指導や衛生講習会を実施しました。 

 

第６ 食品等の検査に関する事項 

食品の安全性を確保し県民の健康保護を図るために、県内に流通する食品等について、「検査実

施計画」に基づき、食品衛生法で定めている成分規格等の検査及び関係通知等に係る検査を行いま

した。【別表２参照】 

 

第７ 違反事実確認時の対応に関する事項 

１ 収去検査の結果、違反事実を確認した場合の対応 

令和７年度の収去検査において、検査の結果、すべて規格基準に適合していることが確認

されました。 

 

２ 食中毒発生時の対応 

令和７年度における県内（中核市を除く。）の食中毒発生数及び患者数は１０件２７７ 
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人でした（令和６年度：６件２７０人）。食中毒事件の探知後速や 

かに患者及び原因施設を管轄する保健福祉事務所は所定の調査を実施するとともに、事案に 

応じて患者便、調理従事者便、関係食品等を衛生環境研究所で検査する等、原因の究明と適切 

な措置を行い、事故の拡大防止に努めました。 

また、食中毒が発生した施設に対しては、発生後１年間に３回以上の監視指導や衛生講習等  

を行い、再発防止を図りました。 

なお、水道水を原因とするカンピロバクター食中毒１件を除く９件の食中毒事件について

は、営業者に対し、食品衛生法に基づく行政処分（営業停止）を行いました。 

 

          表 2 群馬県内（中核市を除く）における食中毒発生状況（令和７年度） 

病因物質 事件数 患者数 

ノロウイルス ４件 178人  

アニサキス ３件 ３人  

カンピロバクター ２件 24人  

ぶどう球菌 １件 72人 

  計 10件 277人  

    

第８ 公表に関する事項 

１ 試験検査結果 

試験検査実施機関（食肉衛生検査所で実施すると畜検査結果及び食鳥検査結果を除く。）

の検査結果については、県ホームページに掲載しました。 

 

２ 食品の放射性物質検査結果 

関係部局と連携し、農林水産物等の放射性物質検査結果を検査結果判明ごとに、県ホーム

ページに掲載しました。 

 

３ 違反事実等の公表 

行政処分を行った場合には、その都度、報道機関へ情報提供を行うとともに県ホームペー

ジに掲載しました。 

 

第９ 情報提供及びリスクコミュニケーション（意見の交換等）に関する事項 

１ 県民とのリスクコミュニケーション 

食品安全基本条例第 9条の規定により、リスクコミュニケーション（意見交換会）を開催し 

ました。（２５回、２,７０８人参加） 

・ぐんま食の安全・安心県民ネットワークとの共催事業（５回、７０１人参加） 

・その他各種団体等との意見交換会（１１回、１,６６１人参加） 

また、食品衛生等に関する出前講座等（９回、３４６人参加）に食品・生活衛生課職員を

講師として派遣し、食品衛生等の普及啓発に努めました。 

 

２ 情報発信 

群馬県ホームページ（ぐんま食の安全・安心ポータルサイト）及び県公式 Facebook・X・

LINE アカウントを積極的に活用し、食品衛生及び食品安全情報を掲載するとともに情報紙「ぐ

んま食の安全情報」（啓発用チラシ）の発行（１０回：Vol. 212～221）、県公式 YouTube チ

ャンネル tsulunos からの動画配信等により、食品安全の情報提供に努めました。 
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また、食品衛生法及び食品表示法に違反、もしくはそのおそれのある食品の自主回収の届

出を、速やかに厚生労働省・消費者庁に報告し、消費者への円滑な情報提供に努めました。 

 

３ 食品衛生思想の普及・啓発 

８月の「食品衛生月間」を中心に、食中毒予防や食品衛生について普及啓発を行いました。

啓発資材（ウェットティッシュ等）や食中毒予防パンフレット等の配布、ラジオ放送や県ホ

ームページによる広報等を実施しました。 

 

第 10 食品等事業者自らが実施する衛生管理に関する事項 

１ ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理等に関する確認及び助言・指導 

 「第５ １（１）① ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の実施状況等の確認及び助言・指導」の

とおり、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の実施状況を確認することにより、事業者の自主衛生

管理の推進に努めました。 

 

２ （一社）群馬県食品衛生協会の指導育成等 

食品衛生指導員研修会を県内食品衛生協会の１１支部で実施（のべ９０２人が出席）し、

食品衛生指導員の資質向上に努めました。 

食品衛生指導員及び食品衛生推進員により県内の食品等事業者に対し助言や巡回指導が行

われ、自主衛生管理体制の強化を図りました。 

・食品衛生指導員による巡回指導：１２,９８５件 

・食品衛生推進員による巡回指導：２,８３１件 

 

３ 食品衛生講習会の開催等 

群馬県食品衛生法施行条例（平成 12 年 3 月 23 日群馬県条例第 41号）に基づき営業施設に

設置される食品衛生責任者について次のとおり講習会を開催しました。 

・食品衛生責任者養成講習会（集合形式）（受講者数：２,０７０人、開催回数：３０回） 

・食品衛生責任者養成講習会（eラーニング）（受講者数：８９６人、開催回数：随時） 

・食品衛生責任者実務講習会（受講者数：８,６０４人、開催回数：７７回） 

注）上記実績に中核市（前橋市、高崎市）分を含む。 

 

第 11 食品衛生に係る人材の育成及び資質の向上対策に関する事項 

１ 食品衛生監視員等に対する講習会の開催等 

食品衛生監視員、と畜検査員及び食鳥検査員等の資質の向上を図るため、技術及び関係法 

令等についての研修会を開催しました。また、国等が主催する各種研修会へも積極的に参加 

しました。 

 

＜県が開催した研修会＞ 

 新規食品衛生監視員等研修会／食品衛生検査施設ＧＬＰ研修会／食品表示研修会／食中

毒疫学研修会／食品衛生監視員等研修会 

 

＜国等が主催する主な研修会＞ 

・厚生労働省：全国食品衛生監視員協議会関東ブロック研修大会／全国食品衛生監視員研

修会／食肉及び食鳥肉衛生技術研修並びに研究発表会／食品衛生検査施設

信頼性確保部門責任者等研修会／ＨＡＣＣＰ指導者養成研修会（健康食品） 

・消費者庁：食品表示担当者研修 
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・農林水産省：食品表示に関する講座 

・国立保健医療科学院：食肉衛生検査研修、食品衛生危機管理研修 

・日本食品衛生協会：自治体職員向けＨＡＣＣＰ等研修会 

・埼玉県：ＨＡＣＣＰシステムに係る食品衛生監視員養成講習会 

 

２ 技術の研鑽と調査研究の推進 

  全国食品衛生監視員協議会関東ブロック研修大会及び全国研修会に参加し、監視員の資質

向上に努めました。なお、関東ブロック研修大会及び全国研修会では、調査研究発表を行い

ました。 

  食肉及び食鳥肉衛生研究発表会については、演題１題を提出しました。 

 

３ 食品衛生推進員の資質の向上対策 

   食品衛生推進員研修会を地区別３回開催（１０２人が出席）し、食品衛生推進員の資質向上

に努めました。 



別表１　　　　　　　　　　　　令和７年度　食品関係営業施設の監視指導実施結果

ラ　ン　ク
（監視件数）

施設数
監視目標
件数

対象施設・業種区分等 監視件数
ランク別
監視件数

達成率

Ａ
(年3回以上)

5 15
・令和６年中に食中毒等で行政処分を受けた施
設

28 28 186.7%

・大量調理施設（300食／回又は750食／日以上
の食事を調理提供する飲食店営業施設）

114

・大規模製造施設（食品取扱い従事者数50人以
上）
※コーデックスHACCP導入施設を除く

6

・Bランク対象施設のうち、コーデックスHACCP導
入施設

67

・大規模小売店舗（従業員50人以上） 216
・次の食品製造業施設
乳処理業 22
食肉製品製造業 49
添加物製造業 20
食品の冷凍又は冷蔵業 21
魚肉練り製品製造業 0
アイスクリーム類製造業 35
清涼飲料水製造業 86
乳酸菌飲料製造業 1
豆腐製造業 31
麺類製造業 112
そうざい製造業 522
缶詰又は瓶詰食品製造業 8
乳製品製造業 62
食肉処理業 332
漬物製造業 103
密封包装食品製造業 44
冷凍食品製造業 17
複合型冷凍食品製造業 6
複合型そうざい製造業 8
水産製品製造業 6
液卵製造業 4

・卸売市場（魚介類競り売り営業を含む） 1
・飲食店営業（仕出し・弁当店） 321
・飲食店営業（旅館） 389
・飲食店営業（焼肉専門店） 98
・生食用食肉取扱施設 0
・加工処理を行う食肉販売業 417
・加工処理を行う魚介類販売業 410
・と畜場 474
・大規模食鳥処理場 513
・認定小規模食鳥処理場 4

A～Cランク
小　計

4,336 4,400 4,547 4,547 103.3%

・飲食店営業（一般飲食店等） 4,834
・菓子製造業等、Ｃランク以外の食品製造業許可
施設

1,134

・特定給食施設（学校、もしくは100食／回以上又
は250食／日以上の食事を調理提供する施設）

137

A～Dランク
小　計

17,199 10,832 10,652 10,652 98.3%

Ｅ
（6年に1回
以上）

8,012 1,335
・Ａ～Ｄランクに該当しない施設（届出施設を含
む）

2,767 2,767 207.2%

合　　計 25,211 12,167 13,419 13,419 110.3%

6,105 94.9%

4,277 4,277

※Ａランク施設の監視実績は、当該施設の行政処分の期限が満了した日又は措置命令を履行した日の翌日以降１年間の監
視実績を示す。

Ｄ
（2年に1回
以上）

B
(年2回以上)

Ｃ
(年1回以上)

12,863 6,432

120 111.1%

4,399 102.9%

54 108
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１　食品衛生法に基づくもの（発生事案の検査数を除く）

（１）衛生環境研究所

総数
輸入品
（再掲）

牛乳、鶏卵、養殖魚 20 20 0 0

20 20 0 0

（２）食品安全検査センター

総数
輸入品
（再掲）

食品添加物 各種加工食品等 205 205 74 0

食肉 10 0 0

加工食品 24 18 0

動物用医薬品 食肉、養殖魚 24 24 0 0

有害汚染物質

　・シアン化合物 生あん 2 0 0

　・蛍光物質 クッキングペーパー・ペーパーカップ等 10 6 0

アレルギー物質

  ・くるみ 菓子類等の加工食品 40 0 0

成分規格検査 牛乳 10 10 0 0

326 325 98 0

牛乳、アイスクリーム類、冷凍食品、弁当等 231 231 19 0

557 556 117 0

（３）食肉衛生検査所

検査品目 目標検体数
違　反
検体数

国産食肉／牛肉、豚肉、鶏肉 370 0

370 0

◆各試験検査実施機関の合計 　

　目標検体数（ａ）＝ 947 検体 　　検査実施検体数（ｂ）＝981 検体

２　その他の法令に基づくもの
（１）食肉衛生検査所

検査品目

牛、馬、豚、山羊、めん羊

鶏                       8,150,737

合　　　　計 405

食鳥検査法に基づく検査

目標達成率（ｂ／ａ %)＝103.5 %

検査項目

と畜場法に基づく検査

検査実施検体数

                        534,005

検査項目 検査実施検体数

検査項目 検査品目

理
化
学
検
査

残留農薬

小　計

40

細菌検査

動物用医薬品 405

別表２　　　　　　　　　　　　令和７年度　食品等検査実施結果

検査項目 検査品目 目標検体数
検査実施検体数 違　反

検体数

34

13

検査実施検体数 違　反
検体数

目標検体数

残留有害物質（抗生物質）

合　　　　計

合計（理化学検査＋細菌検査）
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